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１．事業の基本条件 
 
1.1 総則 

 本「要求水準書」は、「豊橋市資源化センター余熱利用施設」（以下「本施設」という。）

の設計、建設、維持管理及び運営に関して、市が要求するサービスの水準を示すものである。 
 
1.2 一般事項 

1.2.1 事業名称 

「豊橋市資源化センター余熱利用施設整備･運営事業」（以下「本事業」という。） 
 

1.2.2 事業目的 

 本事業は、資源化センターから発生する余熱を有効利用し、温水プールと温浴施設

を中心とした施設（先に定義した「本施設」と同義）を整備（設計･建設）し、これ

を運営（維持管理を含む。）していくものである。 
本施設は、健康増進と市民交流の場として、幅広い層の市民の利用に供することを

目的とする。また、環境保全に配慮した施設の整備・運営を通じて、市民の省資源・

省エネルギーに関する意識向上を期待するものである。 
 

1.2.3 公共施設等の管理者等の名称 

 本施設の管理者は、豊橋市長 早川 勝 である。 
 

1.2.4 事業方式と事業範囲 

 本事業の事業方式は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す

る法律」（PFI 法）に基づき、同法第 7 条第 1 項の規定による選定事業者が、本施設

の設計、建設を行った後、市に本施設を譲渡し、事業期間を通して本施設の維持管理

及び運営を行う、いわゆる BTO 方式とする。 
 なお、選定事業者が実施する業務は以下のとおりとする。 

（１）設計業務及び建設業務 
① 設計業務 

・ 設計 
・ 設計図書の作成 
・ 設計に伴う各種申請手続き 

 
② 建設業務 

・ 建設工事 
・ 備品等の調達・設置 
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・ 工事に伴う近隣対策 
・ 建設に伴う各種申請手続き 
・ 工事監理 
・ 完成図の作成 
・ 施設の引渡し 

 
（２）維持管理業務及び運営業務 

① 維持管理業務 
・ 建築物保守管理業務 
・ 建築設備保守管理業務 
・ 備品等保守管理業務 
・ 屋外施設保守管理業務 
・ 環境衛生管理業務 
・ 清掃業務 
・ 植栽維持管理業務 
・ 警備業務 
・ 修繕業務 

 
② 運営業務 

・ 利用受付業務 
・ 健康づくり支援業務 
・ 安全・衛生監視業務 
・ 物品販売業務 

 
1.2.5 事業期間 

 本事業の実施期間については、以下を予定している。 
≪設計・建設期間≫   平成 17 年 12 月下旬～平成 19 年 9 月 

   ≪維持管理・運営期間≫ 平成 19 年 10 月～平成 34 年 9 月（15 年間） 
 

1.2.6 施設の管理について 

 本施設は、地方自治法第244条の規定による公の施設として整備するもので、その

設置及び管理に関する事項については、別途条例で定める（平成18年４月以降に制定

する予定）ものとする。 

 
1.2.7 事業の実施における基本方針 

 選定事業者は、業務毎に定められた要求水準を満足するものとするが、特に以下の点
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に留意し、業務を遂行しなければならない。 
・ 創意工夫やノウハウを活用し、合理的かつ効率的な業務実施に努めること。 
・ 環境負荷を抑制し、環境汚染等の発生防止に努めるなど、周辺環境の保全に配慮す

ること。また、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購

入法）の特定調達物品の使用等、地球環境に配慮した物品の使用に努めること。 
・ 予防保全を基本とし、利用者の事故等を未然に防止すること。万が一、業務遂行中

に重大な破損、火災及び事故等が発生し、緊急に対処する必要が生じた場合には、

被害の拡大防止に努めること。 

・ 関係法令を遵守し、必要な手続きを行い業務を実施すること。 

 
1.2.8 第三者委託 

選定事業者は、本事業を遂行するにあたり業務の一部を第三者に委託する場合には、

あらかじめ市の承認を得なければならない。ただし、受託者が構成員である場合は、市

の承認を得る必要はなく、市への通知を行うことで委託することができる。 
 
1.3  前提条件 

1.3.1 敷地条件 

(1) 所在地 

豊橋市東七根町字宝地道地内 
 

(2) 敷地面積 

約 18,000 ㎡ 
 

(3) 地域指定 

市街化調整区域 
 

(4) 建ぺい率 

60% 
 

(5) 容積率 

200% 
 

(6) 隣接道路 

概要は下記のとおり。 
≪敷地南側≫ 県道小松原小池線（幅員 10.0ｍ） 
≪敷地東側≫ 市道東七根 31 号線（幅員 7.0ｍ 片側歩道 2.5ｍに拡幅の予定） 
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≪敷地西側≫ 市道東七根 28 号線（幅員 7.0ｍ 片側歩道 2.5ｍに拡幅の予定） 
詳細は、添付資料１｢計画平面図｣、添付資料２「市道東七根 31 号線標準断面図」 

   及び添付資料３「市道東七根 28 号線標準断面図」を参照のこと。なお、これらの添

付資料は現時点での計画を示すものであり、「（10）市が実施する工事」により一部

変更する可能性がある。 
 

(7) 高圧電線 

敷地上空に中部電力㈱の高圧電線がある（添付資料１「計画平面図」参照）。架線

下の土地は、中部電力により地役権が設定されており、当該地役権設定地には、建

造物を設置することはできない。 
 

(8) 市排水路 

敷地中央を南北に市所有の排水路が通っており、暗渠工を施す予定である（添付

資料１「計画平面図」参照）。水路敷の上には建築物を設置できないが、河川管理者

（豊橋市）の占用許可を得たうえで、通路等に使用することは可能である。 
また、当該水路は上流域の農業排水と下流域の農業用水としても利用されている

ことから、本施設及び敷地からの排水（雨水含む。）を放流することはできない。 
 

(9) 地盤 

 地盤の概要は下記のとおり。詳細は、添付資料４「土質推定断面図」参照を参照

のこと。 
≪土層≫ 砂質及び礫質 
≪Ｎ値≫ 地上から 8ｍ以深で 20～30 程度、16ｍ以深で 30～50 程度 
 

(10) 市が実施する工事の概要 

 本事業に関連して市が実施する予定の工事は、以下のとおり。市は、選定事業者

が建設工事に着手する前までに以下の工事を完了させる予定である。 
① 敷地造成に係る工事 

・敷地の造成（整形、転圧程度） 
・敷地内の雨水排水側溝の設置（雨水放流桝及び配管含む。） 
・市排水路に係る工事（ボックスカルバートの設置等） 

② 敷地隣接道路に係る工事 
・敷地東側道路（市道東七根 31 号線）の整備 
・敷地西側道路（市道東七根 28 号線）の整備 

③ 蒸気供給に係る工事 
・蒸気供給配管（復水管含む。）の設置（資源化センターから敷地北東取り合
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い点まで） 
④ ユーティリティ関連工事 

・上水道の配水管の設置（市水道本管から取り合い点まで） 
・井戸の設置 
・汚水、雑排水の処理排水に係る排水管の設置（放流箇所から取り合い点ま

で） 
 

1.3.2 施設規模の条件 

≪建築面積≫ 約 3,700 ㎡とする。 
≪延床面積≫ 約 4,600 ㎡とする。 
≪建物高さ≫ 建物最高高さは地盤面（D.L.25.2m）＋10ｍ未満とする。 
≪建物形状≫ 北隣農地の日照確保に留意する。 
≪建物配置≫ 敷地北西部（添付資料１「計画平面図」参照）に配置すること。 
 

1.3.3 ユーティリティの条件 

(1) 電気 

選定事業者の責任において関係機関と協議し、適宜対応すること。 
 

(2) 上水道 

選定事業者の責任において関係機関と協議し、適宜対応すること。なお、市は敷

地南西地先の県道下に管径 150ｍｍの配水管を敷設する予定である。 
 

(3) 地下水 

選定事業者は、市が敷地内に設置する井戸からの地下水を、飲料水を除く事業用

水として利用しなければならない。選定事業者は、地下水の安定利用と水質保全を

図るため、受水槽、給水ポンプ、滅菌装置等を設置すること。市の井戸は、200A ケ

ーシング管、スリット式ストレーナ、水中ポンプ 2.2kW×50mm、揚水日量 12t/h×
12h のものを、敷地北側（添付資料１「計画平面図」にて示す「井戸予定位置」）に

設置する予定である。 
なお、地下水の量及び水質の変動に係るリスク（市が設置する揚水設備の損傷等

を含む）は、原則として市が負担する。 
 

(4) 下水道 

敷地周辺の公共下水道が未整備であることから、選定事業者は関係法令に基づく

浄化槽を設置し、施設から排出される汚水や雑排水（トイレ、ろ過の逆洗水等）を

処理したうえで、以下の取り合い点に放流すること。 
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施設からの排水の取り合い点は、添付資料１「計画平面図」にて示す「処理済排

水配管取合予定位置」とする。 
敷地からの雨水排水の取り合い点は、添付資料１「計画平面図」にて示す「雨水

排水取合予定位置」とする。 
 

 (5) 蒸気供給 

施設の熱源として、資源化センターからの蒸気（資源化センター内の低圧蒸気だ

め取り合い点で、圧力約 0.49Ｍpa、温度約 200℃、熱量約 2Gcal/h の予定）を利用

すること。選定事業者は、熱交換器及び復水タンク等の必要な設備を設置し、熱交

換した後に復水を資源化センターに返送する。復水は、他の物質の混入がない状態

（供給時と同一の水質）を保つこと。復水の水質に異常が認められ、資源化センタ

ーのごみ処理に影響を及ぼすおそれがある場合には蒸気供給を停止する。 
蒸気及び復水の取り合い点は、敷地東側（添付資料１「計画平面図」にて示す「蒸

気供給配管取合予定位置」）とし、選定事業者は取り合い点から蒸気管及び復水管を

敷地内に引き込み、計量用の流量計を設置すること。 
また、選定事業者は、資源化センターの計画停止及びその他の事由により蒸気が

供給されない場合に備え、熱源としてボイラー等必要な設備を設置すること。 
なお、資源化センターの計画停止による余熱供給の停止期間は、年間約 60 日（6

月頃に約 30 日間、1～2 月頃に約 30 日間の計約 60 日）の予定である。 
 

1.3.4 施設運営の条件 

  施設運営に関する基本的な条件について、現時点での考え方は以下のとおりである。 
ただし、正式には別途条例で定めるものである（「1.2.6 施設の管理について」参照）。 

(1)  開館日数 

開館日数は、毎週 1 日及び年末年始 6 日間の休館日並びに施設の保守等に要す

る期間（概ね年間 12 日間）を除く、年間 295 日を基本とする。 
 

(2) 開館時間 

          開館時間は、午前 10 時から午後 9 時までを基本とする。 
 

(3) 使用形態 

使用形態は、全て個人使用を想定しており、専用使用は、原則として認めない

ことを基本とする。 
 

(4) 使用料の体系・金額 

   使用料の体系及び金額は、温水プールについては近隣都市の公営温水プールを
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参考にして、温浴施設については市内の普通公衆浴場の料金を下回らない範囲で、

アスレチックジムについては豊橋市総合体育館トレーニング室に準じて、それぞ

れ設定することを基本とする。 
   また、回数券、年間利用券の発行を検討する。 
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２．設計業務及び建設業務に係る要求水準 
 
2.1 総則 

2.1.1 業務の目的 

 設計業務及び建設業務は、本施設の機能及び性能が要求水準どおりに発揮できるよう

に施設を完成させ、市に引き渡すことを目的とする。 
 

2.1.2 業務の区分 

 設計業務及び建設業務の区分は、次のとおりとする。 
≪設計業務≫ 

選定事業者は、本要求水準書及び提案書に従って、以下の設計業務を行う。 
(1) 設計 
(2) 設計図書の作成 
(3) 設計に伴う各種申請手続き 

≪建設業務≫ 
選定事業者は、本要求水準書及び提案書に従って、以下の建設業務を行う。 

なお、建設業務を遂行するうえで、選定事業者が測量や地質調査を行う必要がある

と判断した場合には自らの費用と責任において実施すること。 
(1) 建設工事 
(2) 備品等の調達・設置 
(3) 工事に伴う近隣対策 
(4) 建設に伴う各種申請手続き 
(5) 工事監理 
(6) 完成図書の作成 
(7) 施設の引渡し 
 

2.2 施設の構成要素と要求性能 

2.2.1 施設構成 

本施設は、以下の各施設から構成するものとする。なお、各構成要素の詳細について

は、「2.2.2 各構成要素の条件」を参照のこと。 
① 健康支援施設 

a) 温水プール 
温水プールは、子どもから高齢者まで広く多くの市民が、健康づくりの利用に

供することを目的とし、｢愛知県プール条例｣に基づき設置するものである。 
この内、25ｍプールは、児童生徒から高齢者までの泳力向上又は中高年の水中

歩行等の利用に供するもの、流水歩行プールは、親子での遊泳や中高年の水中歩
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行等の利用に供するもの、子どもプールは、幼児や児童の水とのふれあい等の利

用に供するものである。 
福祉プールは、障害者の健康づくり又は身体機能の保持・回復のための遊泳や

水中歩行等の利用に供するものである。なお、他のプールとの一体的な利用が可

能なものとし、曜日や時間を決めて、開館日数の半分程度を、一般利用者に開放

することを想定している。 
b) アスレチックジム 

青年から高齢者までが、各種機器等の使用等により行う、健康・体力づくりの

利用に供するものである。 
② 交流促進施設 

a) 温浴施設 
温浴施設は、高齢者の健康保持、子どもから高齢者までの世代を超えた交流の

場としての利用等に供することを目的とし、「公衆浴場法施行細則（豊橋市）」及

び「公衆浴場の設置場所の配置及び衛生措置等の基準に関する条例（愛知県）」に

基づく「その他の公衆浴場」として設置するものである。 
b) 集会室等 

広く市民に無料で開放し、高齢者の交流促進、施設利用者の静養等の利用に供

するものである。 
③ 管理運営用施設 

a) 共用部分 廊下、階段、エレベーター等 
b) 管理部分 事務室、機械室、倉庫、会議室等 

④ その他施設 
環境関連施設、駐車場、駐輪場、防火水槽、緑地等 

 
2.2.2 各構成要素の条件 

(1) 健康支援施設 
構成要素 条  件 

２５ｍプール 

・ 長さ 25ｍ×5 コース以上、コース幅 2.0ｍ程度とし、
入水用スロープを設置する。 

・ 水深は、1.0ｍ～1.2ｍ程度とする。 
・ 水温 30℃、室温 30℃程度とする。 

流水歩行プール 

・ 長さ 50ｍ程度×幅 3ｍ程度とする。 
・ 水深は、0.7ｍ～1.0ｍ程度とする。 
・ 水温 30℃、室温 30℃程度とする。 
・ 流速は、0.6～1.0ｍ／秒（可変）とする。 

子どもプール 
・ 面積 100 ㎡程度とする。 
・ 水深は、0.5ｍ～0.7ｍ程度とする。 
・ 水温 30℃、室温 30℃程度とする。 

ジャグジー ・ １箇所以上設置する（規模は適宜設定のこと。）。 
採暖室 ・ １箇所設置する（規模は適宜設定のこと。）。 

温 

水 

プ 

― 

ル 

監視・救護室 ・ １箇所設置する（規模は適宜設定のこと。）。 
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プール更衣室 

・ 男女別にロッカー各 300 以上を設置する。 
・ 男女別にトイレを設置する。 
・ シャワーブースを設置する。 
・ 男女別に洗面化粧ｺｰﾅｰ及び必要な備品を設置する。 

＊ジム更衣室と一体となった計画も可 

その他 
・ 目洗い、シャワー、休憩用ベンチ等を設置する。 
・ 監視用の椅子、機器等を設置する。 
・ 必要な器具等を収納する倉庫等を設置する。 

福祉プール 

・ 長さ 14ｍ×幅 7ｍ程度とし、温水プールとの間に可動
間仕切を設ける。 

・ 障害者利用時には福祉プール内が外から見えないよ
うにすること。 

・ 障害者が自力で入水しやすい設備（スロープ等）を設
置する。 

・ 水深は、1.0ｍ程度とする。 
・ 水温 31℃、室温 31℃程度とする。 

 

福 

祉 

プ 

― 

ル 

障害者専用更衣室 

・ 福祉プールに入りやすい位置に設置する。 
・ 男女別にロッカー等各 10 以上を設置する。 
・ 上記の他に、介護者と一緒に利用できる更衣ブース

（個室）を 1 箇所以上設置する。 
・ 男女別にトイレを設置する。 
・ シャワーブースを設置する。 
・ 男女別に洗面化粧ｺｰﾅｰ及び必要な備品を設置する。 

アスレチックジム 

・ 面積 200 ㎡程度とする。 
・ 音響装置（ＢＧＭ程度）を備える。 
・ 有酸素系、筋力トレーニング系、ストレッチ系の器具

をバランス良く設置し、その他にウレタンマット等を
設置する。 

・ 体重計、血圧計、心拍計など、健康管理に有効な測定
器を設置する。 

ア 

ス 

レ 

チ 

ッ 
ク 
ジ 
ム 

ジム更衣室 

・ 男女別にロッカー各 30 以上を設置する。 
・ 適宜シャワーブースを設置する。 
・ 男女別に洗面化粧ｺｰﾅｰ及び必要な備品を設置する。 

＊プール更衣室と一体となった計画も可 
 

(2) 交流促進施設 
構成要素 条  件 

屋内風呂 

・ 男女別に設置し、各 30 人～40 人程度が同時に入浴で
きる規模とする。 

・ 男女別に、静止浴槽 2、水風呂 1 を設置する。 
・ カラン、シャワーを適宜設置する。 

露天風呂 ・ 男女別に設置する（規模は適宜設定のこと。）。 
サウナ ・ 男女別に設置する（規模は適宜設定のこと。）。 

温
浴
施
設 

脱衣場 
・ 男女別にロッカー等を設置する。 
・ 男女別にトイレを設置する。 
・ 男女別に洗面化粧ｺｰﾅｰ及び必要な備品を設置する。 

集会室 

・ 40 畳程度の規模の和室を設置する。 
・ 折りたたみ机、座布団を備える。 
・ 集会室近傍の適当な場所に、電位治療器を３台以上設

置する。 

集
会
室
等 環境展示コーナー 

（共用部分に設置） 
・ 環境保全啓発のため、パネル掲示等ができるスペース

を確保し、ボード等必要な備品を備える。 
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(3) 管理運営用施設 
構成要素 条  件 

エントランスホール ・ 受付カウンターを設置する。 
・ 必要に応じて券売機を設置する。 

共用トイレ 

・ 各階に男女別に設置する。 
・ 男女共用の多目的トイレを 1 階に設置する。 
・ 多目的トイレは、ユニバーサルデザインを取り入れ車

椅子利用者及び乳幼児連れ等にとって使いやすいも

のとする。 
・ 多目的トイレには、障害者の利用を念頭に置き、オス

トメイト、各種警報装置等を設置する。 
廊下・通路・階段等 ・ 障害者の利用に配慮したものとする。 
エレベーター ・ 車椅子での利用が可能な大きさとする。 

共
用
部
分 

売 店 ・ スイミングキャップなど、施設利用に直接関係のある

物品を販売するスペースを設置する。 
事務室 ・ 設置する。 

会議室 ・ 事務用の会議室として、定員 20 人程度の規模のもの

を設置する。 
作業員控室 ・ 必要に応じて設置する。 

管
理
部
分 

倉 庫 ・ 必要に応じて設置する。 
 

(4) その他施設 
構成要素 条  件 

環境関連施設 
・ 雨水貯水槽を設置し、有効利用すること。 
・ 太陽光発電システム等の省エネルギー又は新エネル

ギー設備を設置する。 

駐車場・駐輪場 

・ 駐車場 250 台（身障者用を含む。）以上と駐輪場 50
台以上を設置する。 

・ 夜間等に敷地内へ車が進入しないよう、門扉等を設置
する。 

・ 大型バスの駐車及び方向転換のスペースを設置する。 
・ 敷地入口の位置は、添付資料 1「計画平面図」のとお

りとする。 

防火水槽 

・ 敷地南西地先の県道下にある消火栓（添付資料 1「計
画平面図」参照）でカバーできない範囲（消火栓から
半径 120ｍを超える敷地）について、防火水槽（40m3

以上）を設置し水利を確保する。 

緑地 
・ 所定の範囲（添付資料 1「計画平面図」参照）を緑化

すること。 
・ その他の範囲の緑化は事業者の裁量とする。 

 
(5) 共通条件 

項  目 概  要 

室内温湿度条件 ・ 温水プールと浴室以外の室内温度湿度条件は、夏期が温度 26℃／

湿度 50％程度、冬期が温度 22 度／湿度 40％程度とする。 

居室の遮音条件 
・ 温水プール、福祉プール、アスレチックジム、温浴施設、集会室、

会議室と隣接する居室との間の界壁及び界床についてはＤ－55、
それ以外の居室間仕切り壁についてはＤ－40 を目安とする。 
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2.2.3 性能項目別の要求水準 

  本施設の設計、建設に当たっては、下記の性能項目別の要求水準を満たすこと。 
(1) 環境保全性 

① 環境負荷低減性 
（ｱ） 省資源・省エネルギー 
・ 自然エネルギーの利用等により省資源・省エネルギーの実現を図り、化石燃料

の消費低減に資すること。 
・ 雨水利用等により水資源の節約と有効利用を図ること。 

（ｲ） 適正使用・適正処理 
・ 建設副産物の発生抑制と再資源化に努めること。 
・ オゾン層破壊物質や温室効果ガスの使用抑制、漏洩防止に努めること。 
・ 人体の安全性、快適性が損なわれない建築資材を使用すること。 

② 周辺環境保全性 
・ 周辺環境と調和するよう外観、色彩、緑化等に配慮すること。 
・ 周辺農地に日照障害を与えないように努めること。 
 

(2) 安全性 

① 防災性 
（ｱ） 耐震性 

「官庁施設の基本的性能基準及び同技術基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部

監修）」に基づく下記の耐震性能を満足すること。 
・構造体安全性の分類：Ⅱ類 
・建築非構造部材耐震安全性能の分類：Ⅱ類 
・建築設備の耐震クラス：Ⅱ類 

（ｲ） 火災対策 
・ 燃えにくく有毒ガスを発生しない内装材を使用するとともに、諸室の用途に適

した防災・消火設備を設置すること。 
② 防犯性 
・ 利用者や本施設を保護するために、施設の維持管理運営方法と整合した防犯設

備を設定し、外部からの人や物の侵入を制御できること。 
③ 利用者に対する安全性 
・ 温水プール、アスレチックジム、温浴施設、集会場においては、利用上の安全

性が高い設備や機器の使用に努めること。 
・ 滑りやすい部分は、転倒防止について十分配慮すること。 
・ 屋内・敷地内とも災害時の避難動線を確保し利用者の安全を守るとともに、緊

急車両の動線にも配慮すること。 
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(3) 機能性 

① 利便性 
・ 歩車分離について十分配慮された計画とすること。 
・ 庇等を適切に配置し、降雨時でもアプローチしやすい計画とすること。 
・ 諸室については、機能的な配置・構成とすること。 
・ 視認性に優れたサインを適切に配置すること。 

② ユニバーサルデザイン 
・ 高齢者、身体障害者等の利用に配慮した計画とすること。 
・ 視覚障害者用の誘導表示、点字案内及び非常用警報装置等が適切に計画されて

いること。 
③ 室内環境性 
（ｱ） 音環境 
・ 遮音・吸音に留意し、周囲に与える騒音の抑制に努めること。 
・ 非常放送等の緊急時の放送が聞き取りやすいようにすること。 

（ｲ） 光環境 
・ 可能な限り自然光の利用に努めること。 

（ｳ） 熱環境 
・ 気温、気候等の屋外条件の変化、並びに人数、使用時間、作業内容等の使用形

態の変化に対応できる空調システムとすること。 
・ 室内の温湿度及び壁の構造を考慮し、室内に発生する表面結露及び内部結露を

抑制すること。 
（ｴ） 空気環境 
・ 快適な利用やシックハウス対策のために必要な換気量を確保すること。 

（ｵ） 衛生環境 
・ 給水・給湯設備、排水設備、空調設備及び衛生設備等について、諸室の用途に

応じた適切な計画とすること。 
・ 防カビの対策を行うこと。 

（ｶ） 振動 
・ 連続振動、衝撃振動及び床衝撃音等による心理的不安や生理的不快感等を感じ

させないよう配慮すること。 
 

(4) 耐久性 

① 耐用性 
・ 長寿命かつ信頼性の高い設備や機材の使用に努めること。 
・ 構造、仕上げ、下地材等については、塩素による腐食等の対策を講じ、耐久性

能を確保すること。 
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・ 設置する器具類については、十分な破損防止対策を行った上で、交換が容易な

仕様とすること。 
・ 漏水、金属系材料の腐食、木材の腐朽、鉄筋コンクリートの耐久性の低下、凍

害、エフロレッセンス、仕上材の剥離・膨れ、乾湿繰り返しによる不具合及び

結露に伴う仕上材の損傷等が生じにくく、修理が容易な計画とすること。 
② 保全性 
（ｱ） 保守の作業性 
・ 清掃及び点検・保守等の業務内容に応じた、作業スペース、搬入・搬出ルート

及び設備配管スペース等の確保に努めること。 
・ 内外装や設備機器については、清掃及び点検・保守等が容易で効率的に行える

ように努めること。 
（ｲ） 施設・設備の更新性 
・ 更新業務の内容に応じた、作業スペース、搬入・搬出ルート及び設備配管スペ

ース等の確保に努めること。 
・ 更新時期の異なる躯体や仕上げの部材、設備機器等は、更新作業が効率的に行

えるよう適切に分離されていること。 
 
2.3 設計業務 

2.3.1 設計 

各種関連法規等を遵守し、必要に応じて市及び関係機関と協議しながら進めること。

設計の着手に当たっては、設計工程表を市に提出すること。 
(1) 基本設計 

基本設計は、本要求水準書及び提案書に基づき本施設の空間構成等を具体化した

内容とすること。また、実施設計が円滑に進められるだけの主要な技術的検討が十

分に行われたものであること。 
(2) 実施設計 

実施設計は、基本設計に基づきさらに詳細な検討を加えたもので、本施設の建設

工事に際し、選定事業者が工事内訳書等を作成するうえで十分な内容とすること。

なお、工事費内訳書の書式・内容等の詳細については、市と協議すること。 
 

2.3.2 設計図書の作成 

設計図面として以下を提出すること。 
(1) 基本設計図書 

基本設計図書を基本設計完了時に市に提出すること。なお、提出部数は以下のと

おりとする。 
・ 原図Ａ３版１部 
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・ 製本Ａ３版３部 
 

(2) 実施設計図書 

実施設計図書を実施設計完了時に市に提出すること。なお、提出部数は以下のと

おりとする。 
・ 原図Ａ１版１部 
・ 製本Ａ１版３部、Ａ３版３部 
・ 各種計算書（構造、設備、数量、積算）、原図Ａ４版各１部 
・ 電子媒体１部 

 
(3) 透視図 

実施設計がほぼ終了する段階に建物の内観及び外観透視図を作成し提出すること。

提出部数は以下のとおりとする。 
・ Ａ２版カラー（アルミ額）２部 

 
2.3.3 設計に伴う各種申請手続き 

設計に必要な一切の申請、届出等の手続きを行うこと。 
 
2.4 建設業務 

2.4.1 建設工事 

選定事業者は、建設工事着工前に、施工計画書及び工事工程表を作成し、市に提出す

ること。選定事業者は、各種関連法規及び労働安全衛生法、同規則等を遵守し、設計図

書、施工計画書及び工事工程表に従って本施設の建設工事を実施すること。 
また、建設工事中は月間工程表を作成し、当該月の前月末日までに市に提出すること。 

 
なお、選定事業者は、建設工事の実施にあたり、次に掲げる保険を事業者の費用負担

において付保し、建設期間中その保険を維持すること。これら以外の保険付保について

は選定事業者の任意とする。なお、保険に関する条件の詳細（付保金額や質権設定等）

については、入札公告において示す。 
① 履行保証保険 
  選定事業者は、本施設の建設工事について、市を被保険者とする履行保証保険

契約を締結すること。履行保証保険の付保率は、本施設の建設工事費相当額の 10 
パーセント以上とする。 

② 工事保険 
  本施設の建設工事に係るもので、工事対象物及び工事材料等の損害に対する補

償をカバーするもの。 
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③ 請負業者責任賠償保険 
  本施設の建設工事遂行中の事故による、第三者および第三者の所有する財物に

対する損害をカバーするもの（応急手当、護送、緊急措置等に要した費用を含む。）。 
 

2.4.2 備品等の調達・設置 

本施設の機能及び性能を満足するために必要な備品等を調達し、設置すること。 
なお、備品等については、市の所有物とするため、リース方式で調達することは原則

として認めない。 
＊備品とは、原形のまま比較的長期間の反復使用に耐え、補修可能なものをいう。 

 
2.4.3 工事に伴う近隣対策 

建設工事に当たっては、騒音の発生、汚泥の流出、粉塵の飛散及び搬出入車両の交通

問題等、周辺環境へ悪影響を与えないよう十分配慮すること。 
また、周辺住民に対する工事内容及びスケジュールの説明等、建設工事に係る地元調

整の一切については、選定事業者の責任で実施すること。ただし、本施設の立地に係る

地元調整については市が実施する。 
 

2.4.4 建設に伴う各種申請手続き 

建設工事及び供用開始に必要な一切の申請、届出等の手続きを行うこと。 
 

2.4.5 工事監理 

工事監理業務は、「建築士法」に基づき行うこと。また、工事監理者は本業務に関する

記録を作成し、市に毎月提出すること。 
 

2.4.6 完成図書の作成 

(1) 完成図 

完成図として次のものを作成すること。ただし、施設の内容により図等を追加す

る必要が生じた場合は、市と協議のうえ作成すること。 
・ 配置図、各階平面図、立面図、断面図、仕上表、面積表、展開図、建具表、

各部詳細図、構造図 
・ 各階平面図（電気設備、機械設備） 
・ 平面詳細図、立面図（電気室、機械室） 
・ 主要機器一覧表（電気設備、機械設備） 
・ 主要機器図（電気設備、機械設備） 
・ 系統図（電気設備、機械設備） 
・ 分電盤、動力制御盤、配電盤等の単線接続図 
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・ 屋外配管図（雨水排水を含む）、排水縦断図 
なお、提出部数は以下のとおりとする。 
・ 原図Ａ１判１部 
・ 製本Ａ３版３部 

 
(2) 各種試験成績書 

使用建築材料、機械設備及び電気設備に係る試験成績書を提出する。 
 

(3) 取扱い説明書等 

維持管理業務及び運営業務に必要な資料として、施設及び施設が備える機器等の

取扱い説明書等を作成する。 
 

2.4.7 施設の引渡し 

市から本施設の工事の完了検査合格証を受領した後、引渡し予定日までに本施設の所

有権を市に移転する手続きを行い、完成図とともに本施設を市に引き渡すこと。 
なお、市が実施する完了検査の詳細については入札公告において示す。 
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３．維持管理業務及び運営業務に係る要求水準 
 
3.1 維持管理業務に係る要求水準 

3.1.1 総則 

(1) 業務の目的 

維持管理業務は、施設の供用開始から事業終了期間までの間、本施設の利用者が

安全かつ快適に利用できるように、本施設をその機能及び性能が要求水準どおりに

発揮できるよう維持することを目的とする。 
なお、業務要求水準書に記載のない事項については、下表に示す資料を参考に、

業務を遂行すること。 
資料名・版数 発行者等 

建設保全業務共通仕様書 最新版 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 
公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 最新版 （財）建築保全センター 
公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） 最新版 （財）建築保全センター 
公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） 最新版 （財）建築保全センター 

 
(2) 業務の区分 

維持管理業務の区分は、次のとおりとする。 
① 建築物保守管理業務 
② 建築設備保守管理業務 
③ 備品等保守管理業務 
④ 屋外施設保守管理業務 
⑤ 環境衛生管理業務 
⑥ 清掃業務 
⑦ 植栽維持管理業務 
⑧ 警備業務 
⑨ 修繕業務 

 
(3) 業務体制 

① 選定事業者は、維持管理業務の全体の総括責任者及び維持管理業務の区分毎

の業務責任者を定め、業務の開始前に市に届け出ること。総括責任者及び業務

責任者を変更した場合も同様に市に届け出ること。 
② 業務を行う者は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者とし、ま

た、法令により業務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有す

る者が業務を行うこととする。 
 

(4) 業務計画書 

選定事業者は、毎年度の維持管理業務の実施に先立ち、各業務区分毎に実施体制、
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実施内容及び実施スケジュール等の必要な事項を記載した「維持管理業務計画書」

を当該事業年度開始の 30 日前までに市に提出し、市の承諾を受けること。 
 

(5) 業務報告書 

選定事業者は、維持管理業務に関する業務報告書として、日報、月報及び年度総

括書を作成することとし、日報については選定事業者が保管し、月報及び年度総括

書については以下の期限までに市に提出するものとする。 
・ 月   報：業務を行った月の翌月の 5 日まで 
・ 年度総括書：当該事業年度終了日の翌月末日まで 

 
3.1.2 建築物保守管理業務 

(1) 業務内容 

本施設の建築物の屋根、外壁、建具（内部・外部）、天井、内壁、床、階段及び付

属物等各部位について、適切な維持管理計画に基づき、点検、保守及び修繕等を実

施すること。 
 

(2) 要求水準 

① 部材の劣化、破損、腐食及び変形等について調査、診断及び判定を行い、必

要に応じて迅速な修繕等を実施することで、要求水準を満たす性能及び機能を

維持すること。 

② 業務の遂行に当たっては、利用者の妨げになる等、運営業務に支障をきたさ

ないこと。 

 

3.1.3 建築設備保守管理業務 

(1) 業務内容 

本施設に設置した電気設備、機械設備、空気調和設備、給排水衛生設備、監視制

御設備及び防災設備等について、適切な維持管理計画に基づき、運転、監視、点検、

保守及び修繕等を実施すること。 

 

(2) 要求水準 

① 運転・監視 

(ｱ) 諸室の用途及び気候の変化等を勘案し、利用者の快適性を考慮に入れて、

適正な操作によって各設備を運転、監視すること。 

(ｲ) 各設備の運転中、操作又は使用中及び点検作業中に障害となりうるものの

有無を確認し、発見した場合は除去もしくは適切な対応を取ること。 

② 法定点検 
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(ｱ) 各設備の関連法令の定めにより点検を実施すること。 

(ｲ) 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、適切な方

法により対応すること。 

③ 定期点検 

(ｱ) 各設備について、常に正常な機能を維持できるよう、定期的に点検を実施

すること。 

(ｲ) 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合には、適切

な方法により対応すること。 

④ 劣化等への対応 

 劣化等について調査、診断及び判定を行い、適切な方法により迅速に対応する

こと。 

 

3.1.4 備品等保守管理業務 

(1) 業務内容 

本施設に設置した備品等について、点検、保守及び修繕等を実施し、常に良好な

状態を維持すること。 

 

(2) 要求水準 

① 施設運営に支障をきたさないよう施設運営上必要な備品を適宜整備して管理

を行うとともに、不具合の生じた備品については、随時、修繕等を行うこと。 
② 「豊橋市財産管理規則」に基づき備品台帳の作成等、管理を確実に行うこと。 

 

3.1.5 屋外施設保守管理業務 

(1) 業務内容 

本施設の屋外施設（駐車場、駐輪場、車路、歩道、外灯、門扉、蒸気配管、防火

水槽、浄化槽、井戸及び受水槽等）について、適切な維持管理計画に基づき、運転、

監視、点検、保守及び修繕を実施すること。 

 

(2) 要求水準 
① 部材の劣化、破損、腐食及び変形等について調査、診断及び判定を行い、迅

速に修繕等を実施することで、要求水準を満たす性能及び機能を維持すること。 
② 業務の遂行に当たっては、利用者の利用を妨げず、運営業務に支障をきたさ

ないこと。 
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3.1.6 環境衛生管理業務 

(1) 業務内容 

利用者が快適に本施設を利用できるように、適切な環境衛生管理計画に基づき、

以下の業務を実施すること。 
① 一般施設環境衛生管理業務 
② プール施設環境衛生管理業務 
③ 温浴施設衛生管理業務 
④ 井水管理業務 

 
(2) 要求水準 

(a) 一般施設環境衛生管理業務の要求水準 

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基づき、建築物環境衛生管

理技術者を選任し、次の業務を行う。 
① 年間管理計画及び月間管理計画を作成すること。 

② 上記計画に従い、環境衛生管理業務を実施すること。 
③ 上記計画及び臨時に必要と認められた事項について、測定、検査及び調査を

実施すること。 
④ 管理計画のほか、実施報告書、測定、検査及び調査等の記録並びに評価等に

関する書類、関係官公庁への報告書その他の書類を作成すること。 
⑤ 関係官公庁の立入検査が行われるときには、その検査に立ち会い、協力する

こと。 
⑥ 関係官公庁から改善命令を受けたときには、その主旨に基づき、関係する業

者に周知するとともに、具体的な改善方法を総括責任者及び市と協議すること。 

 

(b) プール施設環境衛生管理業務の要求水準 

「愛知県プール条例」に基づいて、プール室等の環境衛生管理を行う。 

① 管理責任者及び衛生管理者の設置 
 「愛知県プール条例」に基づき、安全で衛生的な状態を確保するために管理責

任者及び衛生管理者を設置すること。また、衛生管理者は、プールにおける安全

及び衛生的な維持管理を行うに十分な知識及び技能を有するものを充てること。 
 なお、管理責任者と衛生管理者とを同一の者が兼ねることができるものとし、

管理責任者及び衛生管理者は次の業務を実施する。 
(ｱ) 年間管理計画及び月間管理計画を作成すること。 

(ｲ) 上記計画に従い環境衛生管理業務を実施すること。 
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(ｳ) 管理計画のほかプール日誌を作成し、運営時間、外気温、プール施設内の

室温、水温、新規補給水量、水質検査結果、設備の点検・整備の状況、利

用者数及び事故の状況等の記録書、評価等に関する書類並びに関係官公庁

等への報告書等の書類を作成すること。 

(ｴ) 関係官公庁の立入検査が行われるときには、その検査に立ち会い、協力す

ること。 

(ｵ) 関係官公庁から改善命令を受けたときには、その主旨に基づき、関係する

業者に周知するとともに、具体的な改善方法を総括責任者及び市と協議す

ること。  
② 衛生管理 

 プール施設の衛生管理に当たって次の業務を実施する。 

(ｱ) 水質の維持管理等の参考にするため、利用者数を常に把握すること。 

(ｲ) 不特定多数の者が使用するものについて、必要な衛生的管理を行うこと。 

(ｳ) 更衣室、シャワー室及びトイレ等は、営業時間中定期的に巡回し、備品類

の整理整頓、毛髪や水滴等の除去、消耗品類の補充等を行い、常に利用者

が衛生的かつ快適に利用できる状態を維持すること。 
③ 水質管理 
プール本体及び付帯施設設備の水質の管理に当たって次の業務を実施する。 
(ｱ) プールの水質については、「愛知県プール条例」に規定された基準を保つ

こと。 

(ｲ) プールの種類や利用頻度に応じて、新規補給水量と循環水の割合に注意す

る等、適切な水質管理を行うこと。 

(ｳ) 水質検査については、「愛知県プール条例」に準拠し、実施すること。 

(ｴ) (ｳ)の水質検査の結果が水質基準に達しない場合には、市保健所に報告す

るとともに、速やかに改善を図ること。 
④ 薬品管理 

プール施設等で使用する薬品の管理に当たって次の業務を実施する。 

(ｱ) プールの維持管理に用いる消毒剤や測定機器等必要な資材を適切に保管

管理すること。また、薬品の保管管理に当たっては、第三者が容易に手を

触れられないような措置をとること。 

(ｲ) 使用する薬剤が「消防法」及び「労働安全衛生法」に規定する危険物に該

当する場合は、これらの法律を遵守すること。なお、プール水の消毒に液

体塩素を用いる場合は、塩素ガスの漏出等による危害を防止するため、「高

圧ガス保安法」、「労働安全衛生法」などの関係法規を遵守し、適切に管理

すること。 

 



 23

 
 

(c) 温浴施設環境衛生管理業務の要求水準 

 「公衆浴場法」、「公衆浴場法施行細則（豊橋市）」、「公衆浴場の設置場所の配置

及び衛生措置等の基準に関する条例（愛知県）」、「公衆浴場における水質基準等に

関する指針（厚生労働省）」及び「公衆浴場における衛生等管理要領（厚生労働省）」

に基づいて、温浴施設の環境衛生管理及び測定業務を行うこと。 
① 管理責任者及び衛生管理者の設置 

  安全で衛生的な状態を確保するために管理責任者及び衛生管理者を設置する

こと。なお、管理責任者及び衛生管理者については、プール施設の管理責任者

及び衛生管理者がこれを兼ねることができるものとする。 
② 衛生管理 
  温浴施設は、営業時間中定期的に巡回し、備品類の整理整頓、毛髪や水滴等

の除去、消耗品類の補充等を行い、常に利用者が衛生的かつ快適に利用できる

状態を維持すること。 

③ 水質管理 
(ｱ) 浴槽水等の浴室内で使用する水の水質については、「公衆浴場の設置場所

の配置及び衛生措置等の基準に関する条例（愛知県）」及び「公衆浴場にお

ける水質基準等に関する指針（厚生労働省）」に規定された基準を保つこと。 
(ｲ) 水質検査については、「公衆浴場の設置場所の配置及び衛生措置等の基準

に関する条例（愛知県）」及び「公衆浴場における水質基準等に関する指針

（厚生労働省）」の規定に準拠し、実施すること。 

(ｳ) (ｲ)の水質検査の結果が水質基準に達しない場合は、市保健所に報告する

とともに、速やかに改善を図ること。 

 
(d) 井水管理業務の要求水準 

 「公害防止条例（愛知県）」に基づき、地下水揚水の適正化を図るとともに、「建

築物における衛生的環境の確保に関する法律」の規定に準拠し、井水の適正管理を

行うこと。 
① 水位の測定 

水位測定を月に１回実施し、結果を市に報告すること。 

② 水質管理 

水質検査については、「水質基準に関する省令（厚生労働省）」に規定される

全ての項目についての検査を年２回、この他 7 項目についての検査を月 1 回実

施し、結果を市に報告すること。 
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3.1.7 清掃業務 

(1) 業務内容 

利用者が快適に本施設を利用できるように、以下の業務を実施すること。 

① 屋内清掃業務 

② 屋外清掃業務 

③ 受水槽・浄化槽清掃業務 

④ 害虫駆除業務 

 

(2) 要求水準 

(a) 業務全般についての要求水準 

① 業務に使用する用具及び資材等は、常に整理整頓に努め、人体に有害な薬品

等は関係法令等に準拠し厳重に管理すること。 

② 業務に使用する資材・消耗品は、品質保証のあるもの（ＪＩＳ マーク商品等）

の使用に努めること。 

 

(b) 屋内清掃業務の要求水準 

① 業務内容 

 建物内外の仕上げ面、家具及び備品等を適切な頻度・方法で清掃すること。 

② 要求水準 

 仕上げ材の性質等を考慮しつつ、日常清掃、定期清掃及び特別清掃を適切に

組合せた業務計画を立案・実施することで、施設の美観と衛生を保つこと。 

③ 屋内清掃業務の種類 

(ｱ) 日常清掃：日又は週を単位として定期的に行う業務をいい、概ね次のよう

な業務をいう。 

〔プールサイド床等の清掃、屋内の床掃除（掃き、拭き）、ちり払い、手す

り清掃、吸殻及びゴミ等の処理、衛生消耗品の補充、衛生陶器洗浄、汚

物処理及び洗面所の清掃等〕 

(ｲ) 定期清掃：月を単位として定期的に行う業務をいい、概ね次のような業務

をいう。 

〔施設内外の床洗浄、床ワックス塗布、壁の清掃、金具磨き、ガラスの清

掃、マットの清掃、什器備品の清掃及び古紙等の搬出等〕 

(ｳ) 特別清掃：6 か月又は年を単位として行う定期的な業務と不定期に行う業

務をいい、概ね次のような業務をいう。 

〔プール水槽内清掃業務、照明器具の清掃、吹出口及び吸込口の洗浄、外
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壁及び外部建具の清掃並びに排水溝及びマンホール等の清掃等〕 

(c) 屋外清掃業務の要求水準 

① 業務内容 

 駐車場、駐輪場及び植栽等、屋外を適切な頻度・方法で清掃すること。 

② 要求水準 

 日常清掃及び特別清掃を適切に組合せた業務計画を立案・実施することで、

屋外の美観と衛生を保つこと。 

③ 屋外清掃業務の種類 

(ｱ) 日常清掃：日又は週を単位として定期的に行う業務をいい、概ね次のよう

な業務をいう。 

〔屋外の掃き掃除、吸殻及びゴミ等の処理等〕 

(ｲ) 特別清掃：6 か月又は年を単位として行う定期的な業務と不定期に行う業

務をいい、概ね次のような業務をいう。 

〔排水溝及びマンホール等の清掃、井戸周辺の清掃等〕 

 

(d) 受水槽・浄化槽清掃業務の要求水準 

① 業務内容 

 専門技術者の指導のもと作業を行い、特に水槽内においては、換気等の安全

確保に努めること。また、汚れた衣類、器具等で本施設内を汚さないこと。 

② 要求水準 

 「水道法」及び「浄化槽法」等の関係法令に基づき、受水槽、浄化水槽及び

その付属部の清掃、点検及び検査を行うこと。 

 

(e) 害虫駆除業務の要求水準 

① 業務内容 

 噴霧法、散布法その他の有効と認められる駆除方法を採用し、専門技術者の

指導のもとに作業を行うこと。 
② 要求水準 
 「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基づき、ゴキブリ、ダ

ニ等の害虫を駆除すること。 
 

3.1.8 植栽維持管理業務 

(1) 業務内容 

敷地内の植栽の保護、育成及び剪定等を行い、適切な状態に保つこと。 
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(2) 要求水準 

① 植栽の維持管理に当たっては、利用者及び通行者の安全確保に配慮すること。 
② 植物の種類、形状及び生育状況等に応じて、適切な方法による維持管理を行

うこと。 
③ 使用薬剤及び肥料等は、環境及び安全性に配慮して選定すること。 
④ 施肥、潅水及び病害虫の防除等を行い、植栽を常に良好な状態に保つこと。 
⑤ 美観を保つための剪定、刈り込み及び除草等を行うこと。 
⑥ 強風に対する補強や冬季の保温等、必要な養生を行うこと。 

 

3.1.9 警備業務 

(1) 業務内容 

本施設の秩序及び規律の維持、盗難、破壊等の犯罪の防止、火災等の災害の防止、

財産の保全及び利用者の安全を目的とする警備業務を実施すること。 

 

(2) 要求水準 

① 業務の実施方針 

(ｱ) 本施設の用途、規模、開館時間及び利用状況等を勘案して適切な警備計画

を立て、犯罪・災害等の未然防止に努めること。 

(ｲ)「警備業法」「消防法」及び「労働安全衛生法」等関連法令及び関係官公庁

の指示等を遵守すること。 

② 警備方法 

 警備方法は、機械警備もしくは有人警備との併用とし、以下の業務要求を満た

すものとする。 

(ｱ) 365 日、開館時間外において本施設の警備を行うこと。 

(ｲ) 開館時間外の出入館管理を行うこと。 

 
3.1.10 修繕業務 

(1) 業務内容 

適切な方法にて修繕を実施し、機能保全、劣化の拡大防止、災害等の未然防止等、

所定の要求性能を維持すること。 
 

(2) 要求水準 

選定事業者は、本施設の建築物、建築設備、備品等及び屋外施設について、関連
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法令を満足した上で、施設の所期の性能及び機能を維持し＊、維持管理・運営期間の

健全性を確保するため適切な修繕等を実施すること。なお、本修繕業務には法令変

更に伴う設備の追加や更新、不可抗力に起因する損害の補修等は含まない（当該事

象が発生した場合には原則市が対応する。）。具体的な修繕業務の実施手続き等につ

いては入札公告にて示す。 
＊｢施設の所期の性能及び機能を維持する｣とは、経年による劣化を考慮してもなお、

関連法令を満足した上で、通常の使用に耐える状態であることを意味する。 

 

3.2 運営業務に係る要求水準 

3.2.1 総則 

(1) 業務の目的 

運営業務は、本施設の円滑かつ安全・快適な利用を図るためのサービスを、利用

者に対して公平かつ平等に提供することを目的とする。 
 

(2) 業務の区分 

運営業務の区分は次のとおりとする。 
① 利用受付業務 
② 健康づくり支援業務 
③ 安全・衛生監視業務 
④ 物品販売業務 

 

(3) 業務体制 

業務体制については以下のとおりとする。 
① 選定事業者は、運営業務の全体の総括責任者を定め、運営業務の開始前に市

に届け出ること。総括責任者を変更した場合も同様に市に届け出ること。 

② 業務を行う者は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者とし、ま

た、法令により業務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有す

る者が業務を行うこと。 

 
(4) 業務計画書 

選定事業者は、毎年度の運営業務の実施に先立ち、各業務区分毎に実施体制、実

施内容、実施スケジュール等の必要な事項を記載した「運営業務計画書」を当該事

業年度開始の 30 日前までに市に提出し、市の承認を得ること。 
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(5) 業務報告書 

選定事業者は、運営業務に関する日報、月報及び年度総括書を業務報告書として

作成し、月報については業務を行った月の翌月の 5 日までに、年度総括書について

は当該事業年度終了日の翌月末日までに、提出すること。日報については、選定事

業者が保管し、市の要請に応じて提出すること。 

 
(6) 保険 

市は、施設の引渡し後、「建物総合損害共済（(社)全国市有物件災害共済会）」及び

「市民総合賠償補償保険（全国市長会）」に加入する予定である。その他の付保条件

については、入札公告において示す。 
 

3.2.2 利用受付業務 

(1) 業務内容 

選定事業者は、利用者が円滑に本施設を利用できるよう、以下の業務を実施する

ものとする。 
① 受付対応業務 
② 使用料の徴収及び収納業務 
③ 利用調整業務 

 
(2) 要求水準 

① 受付対応業務  
受付対応は、利用者の円滑かつ快適な利用がなされるよう、以下の事項を遵守

して業務を実施すること。 
(ｱ) 対面受付業務においては、利用者の快適な施設利用の妨げとならないよう、

的確かる丁寧な対応を行うこと。 
(ｲ) 施設の利用方法や料金体系等について受付付近に判りやすく掲示するとと

もに、本施設パンフレットの作成、配布等を行い、本施設についての情報

を的確に提供すること。 
(ｳ) 障害者等の円滑な利用について十分配慮すること。 
(ｴ) 電話等による各種問い合わせに、的確に対応を行うこと。 
(ｵ) 施設内の適当な場所に利用者の意見、要望を収集できるアンケート票等を

設置し、定期的に市に提出すること。 
(ｶ) 市と協議のうえ、本施設の利用に関する規則を定めること（規則を変更す

る場合も市と協議すること。）。また、本規則は、利用者が常時閲覧できる

ようにしておくこと。 
(ｷ) 「個人情報の保護に関する法律」及び関係法令を遵守すること。 
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② 使用料の徴収及び収納業務 
  選定事業者は、「豊橋市予算決算会計規則」に基づき、市に代わり使用料の徴

収及び収納業務を行う。業務を的確に実施するとともに、自動券売機を設置す

る等合理化・省力化に努めること。 
③ 利用調整業務 
(ｱ) 混雑時の利用調整 

 混雑により事故等の発生が懸念される場合には、入場制限を行う等、利用

者が安全、快適に施設を利用できるように利用調整を行うこと。 
(ｲ) 福祉プールの利用調整 

福祉プールは、他の温水プールと区画して障害者が専用で利用する場合と、

温水プール全体を一体化して一般利用者に開放する場合とを、曜日又は時間

等により区分する予定であり、これに係る利用調整を的確に行うこと。 

     (ｳ) 利用の不適切な仕様に対する処置 
施設の使用について、公の秩序を乱すおそれがある、公序良俗に反する等

と判断される行為が認められた場合は、関係機関に連絡する等の適切な処置

を行うこと。 
 

3.2.3 健康づくり支援業務 

(1) 業務内容 

選定事業者は、利用者の快適な利用に配慮しつつ、プール施設及びアスレチック

ジムにおいて、利用者の健康づくりを支援すること。 
 

(2) 要求水準 

① プール施設における健康づくり支援業務 
指導員を配置し、利用者からの質問や相談に対して、適宜アドバイスを行え

るようにすること。 
② アスレチックジムにおける健康づくり支援業務 

個人の特性に応じた運動メニューの提示、機器等の模範的な利用等を行うこ

とのできる指導員を配置し、利用者に対して適宜アドバイスができるようにし

ておくこと。 
 

3.2.4 安全・衛生監視業務 

(1) 業務内容 

選定事業者は、全ての利用者が安全かつ快適に本施設を利用できるよう、安全及

び衛生面の監視を実施すること。 
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(2) 要求水準 

① 安全面 
(ｱ) プール施設においては、利用者の事故防止及び安全確保のため、保護救護

の訓練を受けた監視員をプールサイド等の適切な場所に必要数配置し、プ

ール施設全体をもれなく監視すること。 

(ｲ) アスレチックジムにおいては、利用者が安全に運動機器を利用できるよう、

指導員が初回利用者に対し機器の使用方法及び使用上の留意点について説

明すること。また、利用者が無理な運動を行わないよう、利用者全体の状

況を把握すること。 
(ｳ)  駐車場においては、利用者が安全かつ円滑に利用ができるよう混雑時にお

いては誘導員を配置すること。 

② 衛生面 
(ｱ) プール施設については、「遊泳用プールの衛生基準について（厚生労働省

通知）」及び「愛知県プール条例」に基づき衛生面の監視を行うこと。 

(ｲ) 温浴施設については、「公衆浴場法」、「公衆浴場法施行細則（豊橋市）」、

「公衆浴場における水質基準等に関する指針」、「レジオネラ症の知識と浴

場の衛生管理（厚生労働省）」、「公衆浴場における衛生等管理要領（厚生労

働省）」及び「公衆浴場の設置場所の配置及び衛生措置等の基準に関する条

例（愛知県）」に基づいて、衛生面の監視を行うこと。 

(ｳ) プール施設及び温浴施設に起因する疾病等が発生したときは、直ちに市及

び保健所に通報し、その指示に従うこと。また、事故発生時には、直ちに

関係機関に通報するとともに、速やかに市及び保健所に報告すること。 
③ その他全般に係る事項 

(ｱ) 本施設の利用に当たって、利用者の安全を妨げたり、利用者に衛生面で悪

影響を与えたりするものがないか、巡回などによる監視を適宜実施するこ

とで、予防保全を図ること。 

(ｲ) 利用者等の急な病気、けが等に対応できるよう、簡易な薬品、資材等の用

意を行うこと。また、急病人やけが人が発生した場合の対応マニュアルを

整備し、緊急時の対応について対策を講じること。合わせて連携する医療

機関を定めておくこと。 

(ｳ) 災害などの発生に対応できるよう、災害時に必要な最低限の資機材等を用

意すること。また、災害が発生した場合の対応マニュアルを整備し、緊急

時の対応について対策を講じること。 
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3.2.5 物品販売業務 

(1) 業務内容 

選定事業者は、利用者の利便性向上に資するため、本施設の営業時間中にわたり、

売店において、物品販売業務を実施すること。物品の仕入れに係る経費は、選定事

業者の負担とし、売上は全額、選定事業者の収入とする。 
なお、選定事業者は、本業務の実施に当たり、｢豊橋市財産管理規則｣に基づき行

政財産の目的外使用の許可を得ることとする。 
 

(2) 要求水準 

① 適切な価格で利用者のニーズに応じたスポーツ用品及び飲食サービスを提供

すること。 
② 提供するスポーツ用品及び飲食サービスは下記を参考にすること。ただし、

アルコール類の販売は行わないものとする。 
・スポーツ用品：水着、スイムキャップ、ゴーグル、スポーツウェア、タオル等 
・飲食サービス：ドリンク類、パン類、スナック類等 

 
 


